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2027年3月期 第1四半期 総括

受 注 高
Ⅰ．受注時採算性は、過年度と比較して改善傾向。
Ⅱ．再開発案件やデータセンター・工場関係など、今後も堅調な受注環境は継続すると捉

えており、施工体制を踏まえた戦略的な受注活動を行う。

そ の 他

Ⅰ．『ｸﾗﾌﾃｨｱ ｻｸｾｯｼｮﾝ・ﾊﾞﾘｭｰ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ』の設立を発表。詳細は本資料P33。

宇久島太陽光
Ⅰ．SPCは、海底ケーブル敷設に向けて、⾧崎県から「県が管轄する海域」の占有許可を

取得するために協議中。また、新たな収益改善スキームへの転換による事業性向上に
ついて検証している。

Ⅱ．EPCは、佐世保側の交直変換所建設に向けた準備と、宇久島島内の工事を進めている。

売上高及び利益
Ⅰ.  売上高は、配電線工事と電気工事が増収となったものの、空調衛生工事において工程

の初期段階にある大型案件が比較的多く、出来高計上が限定的であったことから減収。
⇒今年度末にかけては、大型案件の工事も徐々に進んでいくと見込んでいるため、売

上高もそれに合わせて伸びていく見通し。
Ⅱ．売上総利益率は、前年同期19.1％を上回る19.5％。四半期会計期間の売上総利益率

としては過去最高。
⇒電気工事・空調衛生工事の工事利益率が改善したことが要因。(本資料P7・P8)
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(百万円、下段は売上高比率)

2027年3月期 第1四半期末2026年3月期
第1四半期末① 公表値増減率増減②－①実 績 ②

500,000
(100.0%)

▲1.9%▲1,87298,696
(100.0%)

100,568
(100.0%)

売上高

91,500
(18.3%)

+0.1％＋2019,249
(19.5%)

19,229
(19.1%)

売上総利益

55,500
(11.1%)

▲3.3％▲36610,731
(10.9%)

11,098
(11.0%)

営業利益

59,000
(11.8%)

+4.0％＋47412,212
(12.4%)

11,737
(11.7%)

経常利益

40,500
(8.1%)

＋9.0％＋6968,415
(8.5%)

7,719
(7.7%)

親会社株主に帰属する
四半期純利益

495,000+16.1％+20,293146,350126,056受注高

-＋9.1％+44,003528,041484,038手持工事高

★赤文字は過去最高を更新

2027年3月期 第1四半期 連結業績の概要
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200,000
売上高 売上総利益 売上総利益率

2023’3 2024’3 2025’3 2026’3 2027’3

通期実績

(売上高、売上総利益:百万円)

売上高・売上総利益の推移＜四半期会計期間＞

2022’3

通期実績 通期実績通期実績通期実績 1Q実績
売上高 476,123
売上総利益 87,074
売上総利益率 18.3％

売上高 98,696
売上総利益 19,249
売上総利益率 19.5％

売上高 376,563
売上総利益 57,361
売上総利益率 15.2％

売上高 395,783
売上総利益 57,889
売上総利益率 14.6％

売上高 469,057
売上総利益 64,632
売上総利益率 13.8％

売上高 473,954
売上総利益 70,701
売上総利益率 14.9％

(売上総利益率:％)
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+5 ▲1 ▲3
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(配電線除)

2027年3月期
第1四半期
営業利益

（億円）
赤:増加
青:減少

A B C
販売管理費の

増加
配電線工事 その他事業

110
2026年3月期

第1四半期
営業利益

107

D

2027年3月期 第1四半期 営業利益増減要因

設備工事業の
利益率改善
(配電線除)

E
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14,967 16,064 20,144 21,829 19,702 
4,713 6,605 

9,176 5,988 5,778 

25,186 

38,201 

47,915 
40,855 

38,277 

28.8 

40.9 41.2 

33.4 
35.8 

16.0 15.9

18.1
29.0

31.4

25.8 26.3

29.6 29.3
29.6

0

2022’06 2023’06 2024’06 2025’06 2026’06

売上高
（未引渡し）

工事売上高
（百万円）

計 68,672 計 63,757計 77,235計 44,866 計 60,870

平均利益率
（％）

売上高
（引渡済み）

工事売上高・平均利益率＜クラフティア単体：配電線・宇久島除く＞

工事進行基準（請負金額100百万円以上、且つ、工期6ヶ月超の工事件名）の内、未引渡しの案件
工事進行基準（請負金額100百万円以上、且つ、工期6ヶ月超の工事件名）の内、引渡済みの案件
工事完成基準（工事進行基準以外の工事件名）
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20,144 20,456 23,111 
43,565 

21,829 21,006 21,119 

46,590 

19,702 

9,176 15,140 6,463 

17,544 

5,988 9,720 7,256 

18,935 

5,778 

47,915 41,730 
42,896 

39,567 

40,855 39,705 45,486 

40,476 

38,277 

41.2
28.4

31.6

15.1

33.4 42.8 37.6

8.4

35.8

18.1 17.3
21.8

20.5 29.0
22.7 25.7

27.4

31.4
29.6 28.1 28.4

26.7 29.3 29.1 28.6 28.0
29.6

0
2024’1Q 2024’2Q 2024’3Q 2024’4Q 2025’1Q 2025’2Q 2025'3Q 2025'4Q 2026'1Q

売上高
（未引渡し）

工事売上高
（百万円）

計77,235 計72,470計77,327

平均利益率
（％）

売上高
（引渡済み）

工事売上高・平均利益率 四半期会計期間別
＜クラフティア単体（配電線、宇久島除く）＞

計100,676 計68,672 計70,431 計73,861 計106,001

工事進行基準（請負金額100百万円以上、且つ、工期6ヶ月超の工事件名）の内、未引渡しの案件
工事進行基準（請負金額100百万円以上、且つ、工期6ヶ月超の工事件名）の内、引渡済みの案件
工事完成基準（工事進行基準以外の工事件名）

計63,757
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93,333 95,337 98,081 101,330 

28,327 

39,519 40,785 42,336 39,156 

16,341 

52,951 55,046 
58,520 

76,827 

23,912 

147,341 144,748 
135,474 

146,785 

48,750 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度1Q

形態別内訳 規模別内訳
(百万円)(百万円)

136,531 132,498 132,744 
160,938 

46,689 

196,613 203,418 
201,667 

203,160 

70,641 

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度1Q

364,098

333,144

■下請
■元請

■10億円以上
■3億円以上10億円未満
■1億円以上3億円未満
■1億円未満

受注高の形態・規模別内訳＜クラフティア単体（配電線除く）＞

117,330

335,916 334,411

(44.2％)

(55.8％)

(39.8％)

(60.2％)
(41.0％)

(59.0％)

(39.4％)

(60.6％)

(39.7％)

(60.3％)

364,098

117,330

333,144 335,916 334,411
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部門別売上高 部門別受注高
(百万円)(百万円)

11,836 

45,021 

36,044 

9,801 
12,646 

42,015 

36,336 

5,579 

14,541 

42,869 

30,202 

6,744 

配電線 電気 空調衛生 太陽光

13,266 

51,366 

46,624 

4,710 

13,816 

68,819 

40,181 

3,239 

15,077 

73,735 

53,585 

3,952 

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

2027年3月期 第1四半期 部門別売上高・受注高の状況
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12,130 

3,305 

87,267 

12,039 
4,601 

79,937 

13,843 

4,601 

75,913 

0

九州電力ｸﾞﾙｰﾌﾟ 官公庁 一般民間会社

12,482 
6,101 

97,385 

12,624 
10,906 

102,525 

14,601 

7,192 

124,557 

0

九州電力ｸﾞﾙｰﾌﾟ 官公庁 一般民間会社

得意先別売上高 得意先別受注高
(百万円)(百万円)

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

2027年3月期 第1四半期 得意先別売上高・受注高の状況
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58,413 

13,163 

6,508 2,980 

52,799 

18,351 

4,479 2,723 

48,593 

18,322 

4,607 

1,549 
0

九州 関東・東北・中部 関西・中国 海外

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

地域別売上高 地域別受注高(百万円) (百万円)

53,528 

36,207 

4,972 

3,282 

66,513 

33,333 

7,154 
2,001 

68,378 

47,473 

10,030 

1,439 
0

九州 関東・東北・中部 関西・中国 海外

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

2027年3月期 第1四半期
地域別売上高・受注高の状況＜電気・空調衛生工事（太陽光除く）＞
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6,952 

2,746 
102 

5,390 

109 79 

6,648 

33 63 
0

50,000

九州 関東・東北・中部 関西・中国

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

地域別売上高 地域別受注高(百万円) (百万円)

3,076 

1,250 383 
2,387 

585 266 

2,755 

948 
247 

0

50,000

九州 関東・東北・中部 関西・中国

■2025年3月期1Q
■2026年3月期1Q
■2027年3月期1Q

2027年3月期 第1四半期
地域別売上高・受注高の状況＜太陽光発電所建設工事＞
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4,736 

185,495 

160,944 

118,407 

5,810 

211,982 

165,216 

101,031 

5,297 

267,774 

180,973 

73,998 

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2025年3月期 1Q末
■2026年3月期 1Q末
■2027年3月期 1Q末

部門別期末手持工事高
(百万円)

・【福 岡】福岡天神センタービル建替工事
・【千 葉】【ＣＢＲＥＩＭ】（仮称）市川原木新築工事
・【熊 本】熊本県総合保健センター新築工事
・【熊 本】（仮称）熊本市中央区辛島町ホテル計画 ほか

2027年3月期 第1四半期末手持工事高の状況

【ＣＢＲＥＩＭ】（仮称）市川原木新築工事

2027年3月期 第1四半期末における主な手持工事案件

ﾊﾟｰｽ図

ﾊﾟｰｽ図

福岡天神センタービル建替工事
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2027年3月期 第1四半期 主な施工実績

・【福 岡】Walkプロジェクト新築工事
・【埼 玉】（仮称）ＤＰＬ久喜宮代Ⅱ新築工事
・【奈 良】大和郡山物流倉庫施設
・【宮 崎】MRT宮崎放送移転新築工事
・【⾧ 崎】新東工場整備運営事業 ほか

（仮称）ＤＰＬ久喜宮代Ⅱ新築工事

MRT宮崎放送移転新築工事大和郡山物流倉庫施設

Walkプロジェクト新築工事
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主な増減要因増減2026年6月末2026年3月末

現金預金 ＋2,202
受取手形・完成工事未収入金等▲40,103▲36,281262,021

(53.1%)
298,303
(57.0%)流動資産

投資有価証券 +1,693
有形固定資産 +4,075+6,166231,131

(46.9%)
224,965
(43.0%)固定資産

▲30,115493,153
(100.0%)

523,268
(100.0%)資産合計

支払手形・工事未払金等 ▲25,771
未払法人税等 ▲6,447▲30,134116,571

(23.6%)
146,706
(28.0%)流動負債

⾧期借入金 ▲157
リース債務 ▲272+124,918

(5.1%)
24,917
(4.8%)固定負債

▲30,133141,490
(28.7%)

171,624
(32.8%)負債合計

株主資本 ▲784
(純利益 +8,415、配当金支払 ▲9,212)+17351,662

(71.3%)
351,644
(67.2%)純資産合計

▲30,115493,153
(100.0%)

523,268
(100.0%)負債純資産合計

（百万円、下段は構成比）

貸借対照表の概要
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発電容量
（持分相当）

発電容量
（事業全体）発電所数

98.1MW102.7MW51稼動

---建設中

98.1MW102.7MW51合計

グループ運営案件（定率法償却）
※設備投資を行い、事業全体をその他事業売上高に計上

発電容量
（持分相当）

発電容量
（事業全体）発電所数

280.0MW856.1MW56稼動

69.1MW480.0MW1建設中

349.1MW1,336.1MW57合計

持分出資案件（定額法償却）
※投資有価証券の取得を行い、持分相当を営業外収益に計上

【出力抑制について】
・九州電力送配電による出力抑制は、4月から6月の期間で累計58回発令された。
・発令回数は前年同期より若干増加となった。（前年同期は累計50回）

太陽光発電事業

風力発電事業

グループ運営案件（主に定率法償却）
※設備投資を行い、事業全体をその他事業売上高に計上

持分出資案件（主に定率法償却）
※投資有価証券の取得を行い、持分相当を営業外収益に計上

発電容量
（持分相当）

発電容量
（事業全体）発電所数

50.0MW59.0MW5稼動

---建設中

50.0MW59.0MW5合計

発電容量
（持分相当）

発電容量
（事業全体）発電所数

67.4MW369.2MW5稼動

---建設中

67.4MW369.2MW5合計

発電事業の投資状況

発電容量合計(持分相当) 564.6MW
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持分出資案件(営業外収益)
(百万円)

-12 
-101 

-54 
-90 

-40 -8 

18 

265 244 

143 122 92 

2021'06 2022'06 2023'06 2024'06 2025'06 2026'06

計82
計84

計6

計190
計164

計53

グループ運営案件(営業利益)
(百万円)

162 165 256 232 220 
386 

950 

1,184 934 1,058 1,000 

945 

345 

696 

522 

701 
586 

365 

2021'06 2022'06 2023'06 2024'06 2025'06 2026'06

計1,112

棒グラフ:売上高(■太陽光発電 ■風力発電)
折れ線グラフ:営業利益

棒グラフ:持分利益取込額(■太陽光発電 ■風力発電)

計1,220
計1,331

計1,190

計1,349
計1,290

発電事業の損益状況
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宇久島太陽光発電所
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■宇久島は、九州の⾧崎県佐世保市・五島列島最北端に位置。

⾧崎県本土から西へ約50㎞離れており、面積は約25㎢。

宇久島の位置

宇久島

寺島
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■宇久島及び寺島で発電した交流の電気を直流に変換し、海底ケーブルにて九州電力送配電の西佐世保変電所へ連系し

送電する。

■引き続き、⾧崎県へ「県が管轄する海域の占有」について県及び関係者と協議し、許可の取得手続きを進めている。

■佐世保側の交直変換所（HVDC）建設用地の契約が完了。HVDC建屋の早期竣工に向け注力している。

送電概略図

宇久島

寺島

⾧崎県佐世保市

海底
ケーブル

交直
変換所

海底
ケーブル

※寺島から宇久島へは交流のまま送電

交直
変換所

・発電出力:480MW

・パネル設置面積:約280ha
※宇久島全土の約10分の1

・年間発電量:51.5万MWｈ
※一般家庭約17万3,000世帯相当

規模
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宇久島島内の状況

■宇久島の交直変換所（HVDC）の建屋が完成。現在、HVDCシステム機器の搬入・据付作業を進めている。

■３工区（飯良地区）および２工区（神浦地区）でパネル設置作業や送・配電柱の建柱工事を進めている。６工区（野方・

太田江地区）は伐採作業、４工区（大久保・本飯良地区）は準備作業を開始。

宇久島

C

D

A

寺島
B

E

C.架台組立状況

E.営農型パネル設置状況

D.交直変換所
B.一般型パネル設置状況

A.一般型パネル設置状況
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Ⅳ．EPCの工事期間と工事採算性について
・工事全体の約7割を占める宇久島島内の工事は進捗している。
・2027年3月の完成からは遅れるものの、工程上のｸﾘﾃｨｶﾙﾊﾟｽである「佐世

保側HVDC建屋」の用地の賃貸契約が完了(“Ⅱ”に記載)したことから、完
成に向けて見通しはｸﾘｱになってきている。

・ｺｽﾄ上昇分の増額発注(“Ⅲ”に記載)についてはSPCと協議している。
・工事未収金に関しては、SPCが資金調達を行った都度回収できる見込み。

今後のシナリオ

Ⅰ．海底ｹｰﾌﾞﾙについて
・2025年7月、SPCは佐世保市より「市が管轄する海域」の

占有許可を取得。
・現在は、⾧崎県から「県が管轄する海域」の占有許可取得

に向けて協議中。
・⾧崎県からの許可を取得後、海上保安庁へ申請し、海底ｹｰ

ﾌﾞﾙの敷設工事に着手。
・なお、宇久島沿岸部については、宇久小値賀漁協様から同

意書を取得し、⾧崎県からの許可も取得済み。

Ⅲ．SPCの事業採算性について
・当初計画から売電開始時期が遅れており、FIT期間(～2040年9月末)の短

縮による採算性悪化が懸念される。
・上記に対し、FIP制度への転換やｺｰﾎﾟﾚｰﾄPPAの制度利用、併設用蓄電池な

ど、再ｴﾈを取り巻く環境を踏まえた新しいｽｷｰﾑについて検討しており、収
益改善を目指している。EPCの増額発注について、SPCと協議している。

・SPCと金融機関は融資契約締結に向けて交渉を継続しており、早期の融資
契約締結を目指している。

Ⅱ．九州本土について
・佐世保市からの許可を取得後、関係各所との協議を経て、

HVDC建屋の用地の賃貸契約が完了。
・現在は、各種申請手続きを行っており、手続き完了次第、

HVDC建屋の建設工事に着手。

FIP制度への転換や併設用蓄電池などを組み合わせた新しいｽｷｰﾑの検討・建設工事

宇久島島内
(工事の比率約7割)

海底ｹｰﾌﾞﾙ
(工事の比率約1割)

九州本土(佐世保)
(工事の比率約2割)

2025年7月

佐世保市

からの

許可取得

建設工事（パネル及び架台設置・杭打ち・HVDC建屋の建設など）

海底ｹｰﾌﾞﾙ敷設工事
宇久島

太陽光

発電所

【完成】
各種申請手続き中。手続き完了次第、HVDC建屋の建設工事

⾧崎県からの

許可取得

海上保安庁

への申請

⾧崎県からの

許可取得に向け協議中 宇久島太陽光

発電所

売電開始

2026年6月

HVDC建屋の

用地賃貸契約

2027年3月



24All Rights Reserved. Copyright KRAFTIA CORPORATION

2027年3月期の見通し
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(百万円、下段は売上高比率)

2027年3月期 公表値

2027年3月期2026年3月期
実績①

2025年3月期
実績 増減率②－① 増減公表値②

+5.0%+23,876500,000
(100.0%)

476,123
(100.0%)

473,954
(100.0%)

売上高

＋5.1%＋4,42591,500
(18.3%)

87,074
(18.3%)

70,701
(14.9%)

売上総利益

＋1.6%＋89955,500
(11.1%)

54,600
(11.5%)

41,388
(8.7%)

営業利益

＋1.4%＋84259,000
(11.8%)

58,157
(12.2%)

44,434
(9.4%)

経常利益

＋1.1%＋44640,500
(8.1%)

40,053
(8.4%)

28,883
(6.1%)

親会社株主に帰属する
当期純利益

＋3.3%＋15,985495,000479,014452,113受注高

－－572.54円566.25円408.36円１株当たり
当期純利益

－－220円
中間110円,期末110円

220円
中間90円,期末130円

140円
中間65円,期末75円

配当金
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51,380 

200,257 

164,934 

37,802 

56,595 

208,253 

162,356 

30,319 

59,500 

221,000 

167,000 

34,000 

0

240,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

52,714 

206,285 

175,439 

17,675 

56,716 

259,983 

158,575 

3,739 

60,500 

260,000 

169,000 

5,500 

0

240,000

配電線 電気 空調衛生 太陽光

■2025年3月期
■2026年3月期
■2027年3月期(公表値)

部門別売上高 部門別受注高

■2025年3月期
■2026年3月期
■2027年3月期(公表値)

(百万円) (百万円)

2027年3月期 公表値の部門別売上高・受注高の内訳
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80 100 100 100 100 110 120 140

220 220
10

25.2 26.7 27.0 28.3 27.0
29.6 30.3

34.3
38.9 38.4

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100
110
120
130
140
150
160
170
180
190
200
210
220
230
240
250
260
270
280

2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3 2027/3

(予定)

■普通配当(円)
■特別配当(円)
■連結配当性向(％)

配当金および政策保有株式の推移

1株当たり配当金(年間)および連結配当性向の推移

25,161 22,937 23,771 
31,276 35,293 

47,024 

11.3
9.5 9.0

10.7 11.3
13.4

01402804205607008409801120126014001540168018201960210022402380252026602800294030803220336035003640378039204060420043404480462047604900504051805320546056005740588060206160630064406580672068607000714072807420756077007840798081208260840085408680882089609100924093809520966098009940100801022010360105001064010780109201106011200113401148011620117601190012040121801232012460126001274012880130201316013300134401358013720138601400014140142801442014560147001484014980151201526015400155401568015820159601610016240163801652016660168001694017080172201736017500176401778017920180601820018340184801862018760189001904019180193201946019600197401988020020201602030020440205802072020860210002114021280214202156021700218402198022120222602240022540226802282022960231002324023380235202366023800239402408024220243602450024640247802492025060252002534025480256202576025900260402618026320264602660026740268802702027160273002744027580277202786028000281402828028420285602870028840289802912029260294002954029680298202996030100302403038030520306603080030940310803122031360315003164031780319203206032200323403248032620327603290033040331803332033460336003374033880340203416034300344403458034720348603500035140352803542035560357003584035980361203626036400365403668036820369603710037240373803752037660378003794038080382203836038500386403878038920390603920039340394803962039760399004004040180403204046040600407404088041020411604130041440415804172041860420004214042280424204256042700428404298043120432604340043540436804382043960441004424044380445204466044800449404508045220453604550045640457804592046060462004634046480466204676046900470404718047320474604760047740478804802048160483004844048580487204886049000491404928049420495604970049840499805012050260504005054050680508205096051100512405138051520516605180051940520805222052360525005264052780529205306053200533405348053620537605390054040541805432054460546005474054880550205516055300554405558055720558605600056140562805642056560567005684056980571205726057400575405768057820579605810058240583805852058660588005894059080592205936059500596405978059920600606020060340604806062060760609006104061180613206146061600617406188062020621606230062440625806272062860630006314063280634206356063700638406398064120642606440064540646806482064960651006524065380655206566065800659406608066220663606650066640667806692067060672006734067480676206776067900680406818068320684606860068740688806902069160693006944069580697206986070000

2021/3 2022/3 2023/3 2024/3 2025/3 2026/3

政策保有株式の推移(連結ベース)

■政策保有株式の時価(百万円)
■政策保有株式の保有割合(％)※

※政策保有株式の保有割合(%)＝
連結政策保有株式の時価(百万円)／
連結純資産合計(百万円)

10.0％

※主に時価変動
による増加

※主に成⾧戦略投資
による増加

連結配当性向40％目安
累進配当

※主に時価変動
による増加
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中期経営計画
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 財務目標と非財務目標を設定して、持続的な成長を実現していく。

財務目標数値

連結経常利益
2029年度

ROIC※1

2029年度

投資総額
中計期間合計

株主還元

※1 ROICは当社のビジネスモデルを勘案のうえ、投資効率を適切に示す「税引後事業利益」を分子に使用して計算する。

税引後事業利益＝税引後経常利益＋支払利息

非財務目標数値

人
的
資
本
経
営

安
全・

ガ
バ
ナ
ン
ス

従業員数（連結）
2029年度

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄｽｺｱ 教育訓練費
2029年度

2024年度比

従業員年収水準
2029年度

売上高生産性の向上（1h当たり）
（電気・空調管）

前中計期間平均値 比

高度専門人財
新規採用

2029年度までに

女性管理職
2029年度

2024年度比

男性育児休暇
取得率

重大な法令違反
（刑事・行政処分）

重大な災害
（死亡災害）

サイバー対策
機密情報漏洩

環
境
経
営

CO2排出量
Scope1＋2

６００億円 10%以上 2,000億円
連結配当性向40%目安

累進配当の実施

12,000人 45歳平均年収1,000万円 72点以上 50%UP

50名増加 2倍 100%

0件 0件 0件 ▲50%以上

中計期間平均値 10%UP

中計期間における
人的資本経営

総費用の想定額

５００億円程度

中期経営計画2025～2029＜経営目標＞
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※1 ROICは当社のビジネスモデルを勘案のうえ、投資効率を適切に示す「税引後事業利益」を分子に

使用して計算する。税引後事業利益＝税引後経常利益＋支払利息

中計＜財務目標数値の進捗＞

評価・コメント
2026年3月期

実績
目標

・2026年3月期については、当初計画値（475億円）を大きく上回る着地。
・「物価上昇を見据えた戦略的受注活動の推進」、「技術力強化・生産性の向上」
をはじめとする施策の成果として、特に電気・空調衛生の工事利益が向上。
・数値（600億円）のローリングについて、検討していく。

581億円
連結経常利益

2029年度

600億円

・好調な業績から、2026年3月期は10％を上回る着地。
・利益向上に伴い、累積する株主資本は2027年3月期以降、計画より大きくなっ
ていくことから、宇久島プロジェクトの動向と併せた資本政策が必要。

12.1％
ROIC※1

2029年度

10％以上

・2026年3月期実績を鑑み、配当性向38.9％となる1株あたり年間配当金220円と
した。
・自己株式の取得については、宇久島プロジェクトにおける先行投資の回収状
況を踏まえつつ、株価の動向も見極めながら判断したい。また、株式分割につい
ても並行して検討していく。

38.9％

株主還元
連結配当性向40％

目安
累進配当の実施

・投資実績の内訳は23ページ参照。
・投資基準および撤退基準のルールを明確化し、ハードルレートを踏まえた投資
判断している。
・国債利率の上昇、投資家期待収益の上昇、当社株式の時価変動を背景に、
WACCの水準も検討していく。

241億円
投資総額

中計期間合計

2,000億円



31All Rights Reserved. Copyright KRAFTIA CORPORATION

中計＜非財務目標数値の進捗（人的資本）＞

評価・コメント
2026年3月期

実績
目標

・2026年3月期の計画を上回っている。
・要員増には、本社移転と社名変更、採用活動の早期化などによる相乗効果が
あったと推察。離職率についても減少傾向。

11,122人
従業員数（連結）

2029年度

12,000人

・業績連動賞与の導入や賃金改善による処遇改善により、年収水準（基準賃金
ベース）の前年比15％UPを実施。
・2027年3月期には目標値である1,000万円を達成できる見込み。

982万円
従業員年収水準

2029年度

45歳平均年収1,000万円

・処遇改善や作業服の改定、勤務地選択制度の導入など、新たな取り組みを展
開。直近の結果では、目標値である72点までスコアが向上。72点

ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄｽｺｱ
72点以上

・新入社員（技術部門）の研修期間を1ヵ月延長し、配属後のフォローも強化。若
年者への教育において技術面・精神面共に更なる充実を図る。21.3％UP

教育訓練費
2029年度

2024年度比 50％UP

・売上高において電気（再エネ事業除く）、空調管ともに前中計期間平均値を上
回っている。
・バックオフィスの支援（技術事務）についても、支援体制の強化に向け、業務統
一および平準化を進めており、技術者の更なる業務効率化を図る。

14.5％UP
売上高生産性の向上

（1h当たり）（電気・空調管）
前中計期間平均値比
中計期間平均10％UP

・キャリア採用と高度専門人財の棲み分けなどを整理中。
・2028年3月期運用開始に向けて、制度設計の検討に着手。0名

高度専門人財新規採用

2029年度までに50名増加

・キャリア志向を高める組織風土や個々人の意識醸成を図る為、エンゲージメン
トサーベイの結果を踏まえ、「心理的安全性の向上」にフォーカスし、必要な施策
を検討・実践する。

0.8倍
女性管理職
2029年度

2024年度比 2倍

・一人あたりにおける育児休暇取得日数の増加も目指す。101.2％
男性育児休暇取得率

100%
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評価・コメント
2026年3月期

実績
目標

・コンプライアンス体制を強化し、本社・支店・営業所のコンプライアンス活動を活
性化。
・時間外上限規制に違反しないよう、時間外勤務予想を即時共有できるシステ
ムを構築し、人的フォローを行うなど早期の対策を図っている。

0件
重大な法令違反
（刑事・行政処分）

0件

・重大な災害以外も含めた、災害発生情報のデータベース化を導入。
・適宜、ルールのブラッシュアップに対応していく。また、外国人労働者増加に備
え、資料を工夫する等、教育体制の多様化も推進していく。

0件
重大な災害
（死亡災害）

0件

・年々、重要度が増すセキュリティ対策について、全社員に対する教育を定期的
に実施すると共に、経営層を交えた大規模セキュリティ事故訓練も開催。
・全社員における意識醸成と、インシデントが発生しづらい仕組みの構築が必要。

0件
サイバー対策
機密情報漏洩

0件

・現段階では算出できていないものの、目標値を達成できる見込み。
・当社カーボンニュートラル計画ロードマップに則り、環境面を意識した設備投資
（EV車両、営業所PV導入など）を順次実施しており、CO2排出量の低減に努め
ている。

算定中
CO2排出量
Scope1＋2

▲50％以上

中計＜非財務目標数値の進捗（安全・ガバナンス・環境経営）＞
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1.ファンド概要

クラフティア サクセッション・バリュー・パートナーズ

ファンド規模
200億円

当社出資額・総コミットメント額

運用期間
10年間

最大2年間延⾧可

設立／開始

2026年9月予定/
10月以降運用開始

出資形態:ｷｬﾋﾟﾀﾙｺｰﾙ方式
持株比率:約99.9％(設立時)

連結子会社

2.設立の背景
日本企業は現在、人口減少・後継者不足・DX・GXへの対応・

人材不足・産業構造の変化など大きな経営環境の変化に直面して
います。一方で、優れた技術や人材、顧客基盤を有しながらも十
分な成⾧投資や事業承継、資本政策を実行できない企業も少なく
ありません。このような経営環境の変化への対応や企業が抱える
経営課題を解決するため、当社グループは本ファンドを設立する
ことといたしました。

3.本ファンドの目的
本ファンドは、優れた技術や事業基盤を有する企業への戦略投

資を通じて、投資先企業の企業価値向上を支援するとともに、当
社グループとの協業や事業連携を推進し、両者の持続的成⾧を実
現することを目的としています。投資先企業に対しては、資本参
加に加え、必要に応じて経営基盤の強化、人材支援、事業成⾧支
援、DX推進等の支援を行い、持続的な成⾧を目指します。

4.本ファンドの設立の意義
当社グループは、本ファンドを通じて有望企業との関係構築を

進め、新たな技術・サービス・人材へのアクセスの強化を目指し
ます。これにより、投資先企業との協業を通じた新たな事業機会
の創出と、事業ポートフォリオの高度化・持続的な成⾧基盤の強
化を進めていきます。

5.本ファンドの特徴
本ファンドは、短期的な投資収益の追及にとどまらず、中⾧期

的な価値創造を重視した戦略投資を行い、当社グループおよび投
資先企業の企業価値向上を実現する戦略投資プラットフォームと
して運営していきます。また、当社グループが有する顧客基盤、
技術力、現場力、人材ネットワークおよび全国に展開する事業基
盤の活用に加え、投資先企業との協働を通じて、企業価値向上に
つながるシナジー創出を目指します。

6.投資方針
（投資スタイル）

（主な投資領域）

事業承継 成⾧投資 企業再編

ｶｰﾌﾞｱｳﾄ 資本政策 業務提携・資本提携

電気設備工事関連事業

空調衛生工事関連事業

AIデジタルソリューション

当社グループとシナジー効果が期待できる領域

グリーンイノベーション

不動産・街づくり

建設テック



34All Rights Reserved. Copyright KRAFTIA CORPORATION

Appendix



35All Rights Reserved. Copyright KRAFTIA CORPORATION

株式会社クラフティア社名

1944年（昭和19年）12月1日設立

125億6,156万円 (2026年3月31日現在)資本金

東京証券取引所プライム市場、福岡証券取引所:1959上場市場:コード

福岡市中央区天神一丁目11番1号 ONE FUKUOKA BLDG.14階本社

東京都豊島区東池袋三丁目1番1号サンシャイン60東京本社

本社、東京本社、国内13支店、96営業所・支社、海外7拠点拠点

国土交通大臣許可（特4）第1659号建設業認可

連結11,225名[単体7,122名] ※連結子会社以外への出向者等103名を含む従業員数
（2026年3月末現在）

当社の概要
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Kyushu
九州/九電工

CRAFT
技術、技能、技巧

九州発の歴史や九電工の想いを受け継ぎながら、一人ひとりが技術・技能を磨き、
「快適な環境づくり」のために、「技術を革新」し、「技術で実行」する。

信頼に応える「技術実行力」と挑戦を止めない「技術革新力」で、
可能性に満ちた「フロンティア」を切り拓いていきたい。

その決意を込めた名前が「KRAFTIA/クラフティア」です。

Innovation
革新

Action
実行

新社名【株式会社クラフティア】※英文表記 KRAFTIA Corporation
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当社グループが注視する４つのメガトレンド

1

2

3

4

分散型エネルギー社会への移行

環境意識の高まり

人口構造の変化と働き方の多様化

デジタル技術の進歩

私たちが果たす役割≪3つの貢献≫

企業理念
快適な環境づくりを通して社会に貢献

します。
1

技術力で未来に挑戦し、新しい価値

を創造します。
2

人をいかし、人を育てる人間尊重の

企業をめざします。
3

長期ビジョン

ビジョンフレーズ 「MakeNext.～未来につなぐ笑顔のために～」
将来のメガトレンドを視野に持続可能な社会づくりに向けて私たちが果たす役割≪3つの貢献≫やビジョン実現に向けた基本姿勢を

具体的に定めている。

社会課題の解決

地域公共インフラ維持・発展

脱炭素社会の実現

ビジョン実現に向けた基本姿勢

＜循環型社会実現への貢献＞

企業活動を通じ、社会課題を解決することによって、社会的価値と経済的価値を両立

技術力を活かして、社会が抱える諸課題の解決に
挑戦し、人々の豊かな暮らしの実現に貢献

クリーンエネルギーを通じて、脱炭素社会の実現に貢献

電力の安定供給や設備工事・都市開発等を通じて、
地域インフラの維持・発展に貢献

企業理念・⾧期ビジョン
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マテリアリティの体系図マテリアリティ（重要課題）

サステナビリティ
基本方針

クラフティアグループは、企業理念のもと、事業活動を通じ社会課題を解決することによって、持続可能な社会づくりと当社グループ

の企業価値の向上を実現してまいります。

 当社は、企業理念と長期ビジョンに基づき、サステナビリティ基本方針とマテリアリティを制定している。
このサステナビリティ基本方針のもとマテリアリティの解決に取り組むことで、持続可能な社会づくりに貢献するとともに

企業価値向上を実現する。

A. 社会課題の解決

C.地域公共インフラ
の維持・発展

B.脱炭素社会の実現

企業理念

D.人的資本の強化
• 多様な価値観を受容し、個々の能力を最大限発揮できる環境の創出
• 人的総合力（業務遂行力・人間力・想像力［考える力］の強化

E.健全な経営基盤の強化
• 安全最優先で働きがいのある職場づくり
• 公正で透明性の高い事業活動の実践

体系図重要課題（マテリアリティ）社会的課題

Bクリーンエネルギー普及・拡大への貢献気候変動
脱炭素社会
エネルギー

Ｅ

環
境

B省エネへの貢献

B自社の2050年カーボンニュートラルの実現

D多様な価値観を受容し、個々の能力を最大限
発揮できる環境の創出

ダイバーシティ／
労働慣行
雇用／人権

Ｓ

社
会

E安全最優先で働きがいのある職場づくり労働安全衛生

D人的総合力（業務遂行力・人間力・想像力［考
える力］）の強化

教育と研修

C
電力の安定供給や設備工事等を通じた
地域インフラの維持・発展

地域コミュニティ

C自然災害に強いインフラ整備へ技術力で貢献防災

A技術開発と積極的な協業による新たな価値の
創出

イノベーション

A循環型社会形成への貢献廃棄物

E公正で透明性の高い事業活動の実践

組織統治
腐敗防止
コンプライアンス
公正な事業慣行
反競争的な行動

Ｇ

ガ
バ
ナ
ン
ス

• 技術開発と積極的な協業による
新たな価値の創出

• 循環型社会形成への貢献

• クリーンエネルギー普及・拡大への貢献
• 省エネへの貢献
• 自社の2050年カーボンニュートラルの実現

• 電力の安定供給や設備工事等を
通じた地域インフラの維持・発展

• 自然災害に強いインフラ整備へ
技術力で貢献

中期経営計画

長期ビジョン

サステナビリティ経営
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≪技術・技能者の定期採用人数実績≫

≪期末要員数実績≫

約2,200

約3,450 +

=

=

約2,150

約1,300

約4,350

約4,750

技能工数

技術者数

(子会社)

+

(クラフティア)

202620252024202320222021202020192018

360357292259306387336342384技術・技能
合計

234231196187225263253253271高卒

1261269672811248389113大卒

2026.32025.32024.32023.32022.32021.3

2,7552,6202,5632,5192,4682,359電 気 部 門

1,3191,2541,2161,2021,2121,188空 調 衛 生 部 門

4,0743,8743,7793,7213,6803,547電気・空調衛生部門の期末要員数

1,4761,4381,4371,4711,5191,566配 電 部 門

1,5721,5471,5141,5161,5081,469そ の 他

7,1226,8596,7306,7086,7076,582クラフティア単体従業員数

11,22510,93510,68710,62610,52810,198グ ル ー プ 従 業 員 数

人財の採用実績（クラフティア単体）と期末要員数実績

≪グループ従業員約11,200名の内、約9,100名が技術・技能者≫

(グループ)
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多様なビジネスモデルそれぞれの深堀り＜設備工事業＞

主として九州 関東・関西等都市部

③ 売上高  案件ごとの売上高は小さい  案件ごとの売上高は大きい  案件ごとの売上高は大きい

④ 利益率  比較的高い(施主から直接受注)  比較的低い(下請が主)  プロジェクト毎で異なる

⑥ ライバル 地元中小企業 全国大手同業各社 ゼネコン・デベロッパー

⑦ 構成比 約４０％ 約５０％ 約１０％

② 事業ｴﾘｱ 全国展開

⑤ 差別化戦略
 九州、沖縄全域に約100の
 営業所を持つことで技術者
 による地域密着営業を展開

 圧倒的な直営動員力
 プロジェクトの企画段階から
 参加することで工事を確実に
 受注

M＆Aにより関東・関西へ
福岡都市部

全国へ事業エリア拡大

   ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ
 項目

提案元請型
(地域密着)

© 資本参加型Ⓑ サブコン型

① 特   徴
・中型・小型工事が中心
・施主から直接受注・元請と
 なる

・大型工事
・ゼネコンの下請(サブコン)

・異業種との協業のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
 に資本参加し、工事を受注
・工事利益＋応分の事業利益

Ⓐ


